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（Geographical Information Science，GIScience）」
となりつつある。
　愛知大学地域政策学部は，人文社会学・自然科学
をはじめ，様々な学問分野をバックグラウンドとし
た教員によって構成されており，それぞれが「地
域」をキーワードとして研究・教育に携わっている
学際的な学部である。したがって，「地域の情報」
を扱っていく上でも，そして学際的な「地域政策
学」を構築していく上でも，GIS がそのプラット
フォームのひとつとなりえよう。
　また，2007年に地理空間情報活用推進基本法が成
立し，翌2008年には地理空間情報活用推進基本計画
が公布された。このように，誰もがいつでもどこで
も必要な地理空間情報を使い，高度な分析に基づく
的確な情報を入手し行動できる「地理空間情報高度
活用社会」を迎えつつある。地域政策に携わるにあ
たっては，こうした様々な地域の情報を収集，分析
し，その結果を共有，発信していくことが求められ
る。そのようなときに，GIS は大学内のみならず，
地域の情報を通じた大学−地域間連携を促進させる
共通のプラットフォームとしての役割も期待できる
のである。

Ⅱ．シンポジウムの内容

　本シンポジウムはこうした設立の理念に基づき，
地域をキーワードとする研究において GIS をどう
活用できるか紹介し，議論することを目的として，

「GIS と地域研究」のテーマのもと，地域政策学セ
ンター研究部門が主となって開催された（図１）。
開催にあたっては，日本における GIS 研究に黎明

　愛知大学地域政策学部地域政策学センター（以下，
地域政策学センターとする）設立に先駆け，2012年
３月３日（土）に，地域政策学センター第１回シン
ポジウム（以下，本シンポジウムとする）が愛知大
学豊橋校舎にて開催された。本フォーラムでは本シ
ンポジウムの趣旨および内容を報告するとともに，
今後の地域政策学部における GIS の活用について，
若干の私見を述べたい。

Ⅰ．愛知大学地域政策学部における
GISの位置づけ

　愛知大学地域政策学部は，「地域を見つめ，地域
を活かす」ことを理念とし，高度な地域貢献力の確
立と実践を目標としている。そのなかで，地域政策
過程における新たな手法として GIS（Geographic 
Information System，地理情報システム）が位置づ
けられており，時空間的地域情報の把握と分析，さ
らには地域政策への理論的結合の学習が期待されて
いる（新井野，2012）。
　GIS は，「地理空間情報」を取得，保存，統合，
管理，分析，伝達して，空間的意思決定を支持する
コンピュータベースの技術である（村山・柴崎編，
2008）。ここで言う「地理空間情報」には，地形や
自然的環境だけでなく，人々の生活やそれをとりま
く社会的・文化的環境も含まれている。すなわち地
理空間情報とは，「地域の情報」とも言うことがで
きる。さらに，近年の GIS は，地理データを管理
する「ツール」としてだけでなく，地理学や情報技
術，地球科学，社会科学，生態学，計測工学など，
様 々 な 分 野 に 関 わ る 学 際 的 な「 地 理 情 報 科 学
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表いただいた。また，地域政策学部において GIS
研究・教育に関わっている３名の教員（蒋湧教授，
澤田貴行助教，駒木伸比古助教）が，学内発表とし
てそれぞれ GIS の活用事例について報告した。最
後に，「地域研究への GIS 活用に向けて」と題し，
GIS というツールを地域研究・教育にどう活かすこ
とが可能かについて発表者と参加者とを交えてディ
スカッションを行った（表１）。以下，その内容を
簡単に紹介していく。
　基調講演「フィールドワークと GIS」において，
村山教授にはフィールドワークにおける GIS の有
用性についてご教授いただくとともに，筑波大学で
運用中の WebGIS「筑波大学キャンパス GIS」にお
いて，どのように情報収集，分析，発信を行ってい
るかを紹介いただいた。さらに，様々な主体が
フィールドワークを通じて WebGIS に参加するこ
とで得られる集合知の可能性や，フィールドワーク
を発展させた“フィールドサイエンス”に向けての
GIS 技術の貢献について，ご示唆をいただいた（写
真１）。
　招待講演「京都都心部の高さ制限強化によって生
じた不的確建築物の実態調査− GIS とフィールド
ワークの新結合に向けて」において，近藤助教には
フィールドワークに対する GIS 活用についての問

期から携わっている研究者のひとりである村山祐司
教授（筑波大学大学院生命環境科学研究科）を基調
講演に，そして愛知大学の教員で既にフィールド
ワークや研究に GIS を活用している近藤暁夫助教

（愛知大学文学部）を招待講演にそれぞれ迎え，発

表１．シンポジウムタイムテーブル

開催の挨拶
竹田　聡（愛知大学地域政策学部・准教授，愛知大学地域政策学部地域政策学セン
ター・副センター長）

基調講演
村山祐司（筑波大学大学院生命環境科学研究科・教授）

「フィールドワークと GIS」

招待講演
近藤暁夫（愛知大学文学部・助教）

「京都都心部の高さ制限強化によって生じた不的確建築物の実態調査− GIS とフィール
ドワークの新結合に向けて」

学内発表

蒋　湧（愛知大学地域政策学部・教授）
「非集計データと帰納法を用いた空間分析の試み−愛知県自動車部品産業を事例として」

澤田貴行（愛知大学地域政策学部・助教）
「オントロジーを利用した産業遺産記述とその分類方法」

駒木伸比古（愛知大学地域政策学部・助教）
「地域問題と地域分析―大型店研究・フードデザート研究の事例から」

全体ディスカッション 「地域研究への GIS 活用に向けて」

閉会の挨拶
新井野洋一（愛知大学地域政策学部・教授，愛知大学地域政策学部地域政策学セン
ター・センター長）

図１．第１回シンポジウムポスター
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　学内発表では，蒋教授が愛知県における自動車部
品産業を事例に GIS を用いた非集計データの分析
手法の提示を，澤田助教が産業遺産を事例に多様な
記述が可能なオントロジー駆動型 GIS の開発に向
けた試案と提言を，そして駒木助教が地方都市にお
ける大型店問題およびフードデザート問題を事例に
GIS を用いた空間分析手法の紹介をそれぞれ行った

題提起とともに，京都市の建物高さ制限強化によっ
て生じた不適格建築物の実態調査を通じて，フィー
ルドワークで得られたオリジナルデータをどのよう
に収集するか，そしてそれをいかにして可視化した
り，既存の統計データと重ね合わせて分析したりす
るかという一連の研究プロセスを紹介いただいた

（写真２）。

写真１．村山祐司 教授 写真２．近藤暁夫 助教

写真３．蒋　湧 教授 写真４．澤田貴行 助教

写真５．駒木伸比古 助教 写真６．全体ディスカッションの様子



28

団法人日本地理学会の「GIS 学術士（見込み）」お
よび「GIS 学術士」の資格申請が可能になる１）。資
格取得にあたっては，「卒業研究」において GIS の
高度利用が求められる。したがって，卒業後，学術
的 GIS 利用が可能なエキスパートとしての活躍が
期待されよう。
　地域政策学部における GIS 研究・教育はまだ始
まったばかりである。本シンポジウムが，地域政策
学部および地域政策学センターの研究・教育・実践
において GIS が利活用されるきっかけになれば幸
いである。そして，愛知大学地域政策学部の「地域
政策学」の確立に向かう過程において，GIS がさま
ざまな方法で利活用されることを期待したい。
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　本シンポジウム開催にあたり，愛知大学地域政策
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域連携センター事務員の伊藤まり子氏をはじめとす
る皆様に協力いただきました。ここに記してお礼申
し上げます。

注
１） 「GIS 学術士」は，GIS の知識と技術の向上をはかり，

適正な GIS 学術を普及し，もって地理情報科学及び

地理学の進歩と社会の発展に貢献することを目的に公

益社団法人日本地理学会が認定する資格である。愛知

大学地域政策学部は，2011年度に「GIS 学術士資格実

績証明団体」に指定された。本資格に関する詳細は，

日本地理学会・資格専門委員会 Web ページ（http://

ajg-certi.jp/）を参照されたい。
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（写真３～５）。
　全体ディスカッションでは，笹島校舎移転にとも
なう大学内施設管理システム構築に関連した GIS
利用の可能性や，「キャンパス GIS」のシステムを
大学キャンパス内のみならず，中心市街地などの地
域を対象として学生だけでなく地域の住民も参加し
ながら WebGIS システム上で運営できないかにつ
いての提案，さらには GIS で扱うデータの精度，
信頼性をどのように担保するかの問題などについ
て，活発な議論がなされた（写真６）。

Ⅲ．今後のGIS活用に向けて

　愛知大学における組織的な GIS 研究・教育の嚆
矢は，2004年に設立された愛知大学三遠南信地域連
携センターであろう。現在では2010年度文部科学省
私立大学戦略的研究基盤形成支援事業「三遠南信地
域における『地域連携型 GIS』の研究」として採択
され，①次世代のユビキタス空間情報に関する基礎
的研究，② GIS を活用した産業立地と人的資源に
関する研究，③ GIS 基幹システムを地域で運用す
るための研究，の３つの研究プロジェクトが遂行中
である。本シンポジウムが地域政策学センターと三
遠南信地域連携センターの共催で行われたように，
これら２つのセンター間における今後のいっそうの
交流が期待される。
　一方，教育カリキュラムにおいても，地域政策学
部では，GIS に関連する講義や実習を充実させてい
る。GIS の歴史や基礎的な技術，方法，その背景，
地域政策との関連した利用事例などについて学ぶ

「GIS 概論」，GIS ソフトウェアによる分析や表現を
演習形式で行う「GIS 演習Ⅰ」および「GIS 演習
Ⅱ」，さらに各コースに対応したテーマを設定し，
それぞれに合わせた地域政策を考える際の実践的な
GIS 活用を目指す「地域政策と GIS 活用」の４つの
講義・実習が用意されている。いずれも基礎科目
群・地域関連科目に指定されており，５つのコース

（公共政策コース，地域産業コース，まちづくり
コース，地域文化コース，健康・スポーツコース）
の基礎的・横断的な科目として位置づけされてい
る。さらに，所定の単位を取得することで，公益財


